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上記の事項につきましては、法令および当社定款の規定に基づき、インターネット上の当社ウ

ェブサイト（https://www.sanyohomes.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提供してお

ります。 

 
 



 

業務の適正を確保するための体制 
取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務

の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。 
 
（１）当社の取締役および使用人ならびに当社子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令お

よび定款に適合することを確保するための体制 
 

①当社及び当社子会社（以下「当社グループ」という。）は、グループの行動・倫理規範をは
じめとするコンプライアンス体制に係る規定を当社グループの取締役および使用人が法令・
定款および社会規範を遵守した行動をとるための行動規範とする。 

②代表取締役は、当社グループのコンプライアンス全体に関する統括責任者を任命し、統括責
任者が所管するコンプライアンス委員会において、当社グループの横断的なコンプライアン
ス体制の構築、維持・整備および問題点の把握に努める。 

③監査室は経営管理部と連携し、当社グループのコンプライアンス体制の調査、法令ならびに
定款上の問題の有無を調査し、代表取締役に報告する。 

④当社グループは使用人が法令上疑義のある行為等について直接情報提供を行う手段として
「コンプライアンスホットライン」を設置・運営する。 

⑤市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体に対して、代表取締役等の経
営トップ以下グループ全体が毅然とした姿勢をもって臨み、反社会的勢力による被害の防止
に努める。 

 
（２）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

 
①代表取締役は、取締役の職務執行に係る情報の保存および管理についての統括責任者を任命し、
その者が管理する文書管理規程に従い、取締役の職務の執行に係る情報を文書または電磁的媒
体に記録し保存する。 

②取締役は文書管理規程により、これらの文書等を常時閲覧できるものとし、監査等委員会は取
締役（監査等委員である取締役を除く）の職務の執行に係る情報の保存および管理について、
関連諸規程に準拠して実施されているかについて監査し、必要に応じて取締役会に報告する。 

③文書管理規程については必要に応じて適宜見直しを図る。 
 
（３）当社および当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 
①リスク管理規程により、当社グループのリスクカテゴリー毎の責任部署を定め、代表取締役は
リスク管理に関する統括責任者を任命し、統括責任者が所管するリスク管理委員会において当
社グループ全体のリスクを網羅的・総括的に管理する。新たに発生したリスクについては、統
括責任者が速やかに担当部署を定める。 

②監査室は各部門のリスク管理状況を監査し、その結果を代表取締役に報告し、取締役会におい
て改善策を審議・決定する。 
 

（４）当社の取締役および当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行なわれることを確保す
るための体制 

 
以下の経営管理システムを用いて、当社の取締役および当社子会社の取締役等の職務の執行

の効率化を図る。 
①職務権限・意思決定ルールの策定 
②規程により指名された者を構成員とする経営会議の設置 
③取締役会による当社グループの中期経営計画の策定、中期経営計画に基づく事業部門毎の業
績目標と予算の設定と、四半期業績管理の実施 

④経営会議および取締役会による当社グループの月次業績のレビューと改善策の実施 
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（５）当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 
 

①当社子会社の業務執行の状況については、定期的に経営会議および取締役会において報告さ
れるものとする。 

②グループ業務運営規程において、当社子会社の経営に関わる一定の事項については、当社の関
連部署との協議・報告または当社の取締役会の承認を義務付けるものとする。 

③監査室は、当社子会社に対する内部監査の結果を、適宜、代表取締役に報告するものとする。 
 

（６）その他の当社および当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
 
①当社グループにおける内部統制の構築を目指し、代表取締役は、当社グループ全体の内部統制
に関する統括責任者を任命し、統括責任者が所管するグループ内部統制委員会において、グル
ープ各社の所轄業務についてはその自主性を尊重しつつ、経営計画に基づいた施策と効果的な
業務遂行に則った内部統制に関する協議、コンプライアンス体制の構築、リスク体制の確立、
情報の共有化、指示・要請の伝達等が効率的に行なわれるシステムを含む体制を構築する。 

②当社取締役、本部長・支店長、部長およびグループ会社の社長は、各部門の業務執行の適正を
確保する内部統制の確立と運用の権限と責任を有する。 

③監査室は、当社グループにおける業務の統制状況を確認するために、定期的に監査を実施し、
統制に不備がある場合には、その是正を促すものとする。その結果を、代表取締役、監査等委
員会および被監査部門の責任者に報告する。 

 
（７）当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項、当該取締役およ

び使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性に関する事項ならびに
監査等委員会の当該取締役および使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

 
①監査等委員会の職務は、監査等委員会事務局においてこれを補助する。監査等委員会事務局の

使用人の異動、評価等は、監査等委員会の同意をもって行うものとし、取締役（監査等委員で
ある取締役を除く）からの独立性を確保するものとする。 

②監査等委員会事務局の使用人は、監査等委員会の職務を補助するに際しては、もっぱら監査等
委員会の指揮命令に従うものとし、取締役（監査等委員である取締役を除く）の指揮命令は受
けないものとする。 

 
（８）当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）および使用人ならびに当社子会社の取締役、

監査役および使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報告するた
めの体制その他の監査等委員会への報告に関する体制 

 
当社グループの役職員は次に定める事項を監査等委員会に報告することとする。 
①当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事項 
②不正行為や重要な法令並びに定款違反行為 
③取締役会に付議する重要な事項と重要な決定事項 
④内部監査状況およびリスクに関する重要な事項 
⑤毎月の経営状況として重要な事項 
⑥経営会議で決議された事項 
⑦コンプライアンスホットラインの通報状況および内容 
⑧その他コンプライアンス上重要な事項 
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（９）当社の監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受
けないことを確保するための体制 

 
当社の監査等委員会へ報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由としていかなる不
利益な取扱いもしてはならない。また、内部通報制度として当社が設置する「コンプライア
ンスホットライン」においても、法令違反等を通報したことを理由として、不利益な取扱い
をしないことを規定する。 

 
（10）当社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る）につい

て生ずる費用の前払または償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用または
債務の処理に係る方針その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための
体制 
 

①当社は、監査等委員会がその職務の執行について、当社に対し会社法第399条の２第４項に
基づく費用の前払等の請求をした場合、当該費用または債務が監査等委員の職務に必要で
ない場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。 

②当社は、監査等委員会が、独自に外部専門家を監査等委員の職務の執行のために利用する
ことを求めた場合、監査等委員の職務の執行に必要でない場合を除き、その費用を負担す
る。 

③監査等委員会は、グループ会社の監査役との意思疎通および情報の交換がなされるように
努めるものとする。 

④監査等委員会は、定期的に代表取締役および会計監査人と意見を交換する機会を設けるも
のとする。 

 

業務の適正を確保するための体制の運用状況 
当社は、上記に掲げた内部統制システムの整備をしており、取締役会においてリスク等を検討し、

必要に応じて社内の諸規程及び業務を見直し、その実効性を向上させております。なお、業務の適
正性を確保するための体制の具体的な取組みは以下のとおりであります。 

 
(1)第19回定時株主総会において、取締役会の監督機能強化によるコーポーレート・ガバナンスの
一層の充実という観点から監査等委員会設置会社への定款変更を決議し、2015年６月25日より移
行いたしました。また、同日付で監査等委員会の補助機能として監査等委員会事務局を設置いた
しました。 

(2)取締役及び執行役員の指名並びに報酬の決定に関する独立性・客観性を担保するため、任意の
委員会として、代表取締役、取締役、社外取締役で構成される「指名・報酬諮問委員会」を設置
いたしました。 

前事業年度につきましては、内部監査部門が取締役会や監査等委員会等に対して適切に直接報
告を行う仕組み（デュアルレポーティングライン）を構築いたしました。また、サステナビリテ
ィに対する対応としてサステナビリティ委員会を設置するとともに、社外取締役を中心とした取
締役会の諮問機関としてサステナビリティ諮問委員会を設置し、サステナビリティに関する諮問
に対して答申すると同時にサステナビリティ委員会の活動状況等を監督してまいります。 

(3)当期は定例を含め13回の取締役会を開催し、経営方針及び経営戦略に係る重要事項の決定並び
に各取締役の業務執行状況等の監督を行いました。 

(4)「行動規範」を定め、当該規範の啓蒙と継続的な教育により、当社グループ役員及び社員に周
知しております。 

(5)当社は「コンプライアンス委員会」、「リスク管理委員会」、「グループ内部統制委員会」を
組織化し、適宜、当社ならびにグループ会社のコンプライアンス体制、リスク管理体制、グルー
プ内部統制体制の構築や維持、管理を実施しております。 
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（単位：千円）

当連結会計年度期首残高 5,945,162 3,612,399 6,395,423 △ 1,032,245 14,920,739

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △ 297,506 △ 297,506

親会社株主に帰属する
当期純利益

673,078 673,078

自己株式の処分 53,760 53,760

株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額（純額）

－

当連結会計年度変動額合計 － － 375,571 53,760 429,331

当連結会計年度末残高 5,945,162 3,612,399 6,770,994 △ 978,485 15,350,070

当連結会計年度期首残高 △ 15,700 △ 15,700 14,905,038

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 － △ 297,506

親会社株主に帰属する
当期純利益

－ 673,078

自己株式の処分 － 53,760

株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額（純額）

△ 13,274 △ 13,274 △ 13,274

当連結会計年度変動額合計 △ 13,274 △ 13,274 416,057

当連結会計年度末残高 △ 28,974 △ 28,974 15,321,096

その他の
包括利益累計額

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

株主資本合計自己株式

純資産合計

連結株主資本等変動計算書　

2024年  4月  1日から
2025年  3月31日まで

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金
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連結注記表 
 
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記 
(1)連結の範囲に関する事項 

連結子会社の状況 
・連結子会社の数 ３社 
・連結子会社の名称 サンヨーリフォーム株式会社 
 サンヨーホームズコミュニティ株式会社 
 サンヨーアーキテック株式会社 

 
(2)持分法の適用に関する事項 

持分法を適用していない関連会社の状況 
会社等の名称 ｅ－暮らし㈱、OKAMURA SANYO PROPERTY CORPORATION 
持分法を適用しない理由 

持分法を適用していない関連会社（e－暮らし㈱、OKAMURA SANYO PROPERTY 
CORPORATION）は、当期純利益又は当期純損失（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見
合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、
全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。 

 
(3)連結子会社の事業年度等に関する事項 

すべての連結子会社の事業年度は、連結会計年度と一致しております。 
 
(4)会計処理基準に関する事項 

①重要な資産の評価基準及び評価方法 
イ．有価証券 

・その他有価証券 
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法 

 
ロ．棚卸資産 

・販売用不動産、仕掛販売用不動産、未成工事支出金 
個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により
算定) 

・その他の棚卸資産(製品・半製品・仕掛品・原材料) 
移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法に
より算定） 

 
②重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 
定率法を採用しております。 
ただし、1998 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに 2016 年４
月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建物及び構築物  ７～47 年 

 
ロ．無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ
いております。 

 
ハ．リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
 
③重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります｡ 
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ロ．賞与引当金 
従業員及び執行役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負
担額を計上しております。 

 
ハ．株式給付引当金 

株式交付規程に基づく当社従業員への当社株式の交付に備えるため、株式給付債務の見
込額に基づき計上しております。 

 
ニ．完成工事補償引当金 

引渡済建物の瑕疵担保責任に基づく補償費の支出に備えるため､過去の完成工事に係る
補修費の実績を基準にした金額及び特定の物件については補修費用の個別見積額を計上
しております。 

 
ホ．役員退職慰労引当金 

子会社の一部役員の退職慰労金の支払に備えるため､役員退職慰労金内規に基づく期末
要支給額を計上しております。 

 
ヘ．役員株式給付引当金 

株式交付規程に基づく当社取締役（執行役員含む）及び子会社代表取締役への当社株式
の交付に備えるため、株式給付債務の見込額に基づき計上しております。 

 
④重要な収益及び費用の計上基準 

当社及び連結子会社との契約から生ずる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内
容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりで
あります。 
イ．住宅事業 

住宅事業においては、主にプレハブ住宅の工事請負契約を締結しております。当該契約
については、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係
る進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の測定は、各報告期間の期末日まで
に発生した工事原価が、予想される工事原価の総額に占める割合に基づいて行っており
ます。なお、工期がごく短い工事については、代替的な取扱いを適用し、一定期間にわ
たり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。 

 
ロ．マンション事業 

マンション事業においては、主に新築及びリノベーションマンションの販売を行ってお
ります。このような商品の販売については、顧客に商品を引渡した時点で収益を認識し
ております。 
なお、商品の販売のうち、当社及び連結子会社が代理人に該当すると判断したものにつ
いては、他の当事者が提供する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額
を控除した純額を収益として認識しております。 

 
⑤その他連結計算書類の作成のための重要な事項 

イ．退職給付に係る会計処理の方法 
1.退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ
せる方法については、給付算定式基準によっております。 

２.数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（主として８年）による定額法により費用処理しております。 
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（主として７年）による定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌
連結会計年度から費用処理しております。 

 
ロ．消費税等の会計処理 

資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用として処理してお
ります。 
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２．表示方法の変更に関する注記 
（連結損益計算書） 

前連結会計年度まで区分掲記して表示しておりました「助成金収入」（当連結会計年度は 8,034 千
円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より、営業外収益の「その他」に含めて表
示しております。 

 
 
３．会計上の見積りに関する注記 

販売用不動産及び仕掛販売用不動産の評価 
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

（単位：千円） 
 当連結会計年度 

販売用不動産 10,336,898 

仕掛販売用不動産 21,486,976 

 
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

棚卸資産の金額は取得原価をもって貸借対照表価額とし、期末における正味売却価額が取得
価額よりも下落している場合には、正味売却価額により評価し貸借対照表価額としております。販
売用不動産及び仕掛販売用不動産の多くを占めるマンション事業の棚卸資産の正味売却価額に
ついては、マンションプロジェクト毎の直近の販売状況や近隣のマンション販売価格等を考慮し立
案した販売計画に基づき、合理的に評価しております。 

なお、不動産市場が悪化した場合等には、翌連結会計年度の棚卸資産評価に影響を与える可
能性があります。 

 
 
４．連結貸借対照表に関する注記 
(1）担保に供している資産及び担保に係る債務 

①担保に供している資産 
仕掛販売用不動産 13,836,019 千円 

 
②担保に係る債務 

短期借入金 900,000 千円 
1 年内返済予定の長期借入金 3,007,000 千円 
長期借入金 8,345,000 千円 

計 12,252,000 千円 
 
③その他担保に供している資産 
｢特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律｣に基づき、投資その他の資産 その他(差
入保証金)650,000 千円を住宅瑕疵担保保証金等として、大阪法務局に供託しております。 

 
(2)受取手形・完成工事未収入金等のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、「連

結注記表 ８.収益認識に関する注記 (3)イ.契約資産及び契約負債の残高等」に記載のとおりで
あります。 

 
(3)有形固定資産の減価償却累計額 2,644,352 千円 

減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示しております。 
 
(4)保証債務 

提携住宅ローン及びつなぎローン利用による当社住宅購入者のために当社が金融機関に対して
保証している金額は 4,549,993 千円であります。 
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５．連結損益計算書に関する注記 
顧客との契約から生じる収益 

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載してお
りません。顧客との契約から生じる収益の金額は、「連結注記表 ８.収益認識に関する注記 (1)
顧客との契約から生じる収益を分解した情報」に記載のとおりであります。 

 
 

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記 
 
(1)発行済株式数の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 
当連結会計年度 

期首の株式数 

当連結会計年度 

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

当連結会計年度 

末株式数 

普通株式 12,620 千株 －千株 －千株 12,620 千株
 
(2)自己株式数の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 
当連結会計年度 

期首の株式数 

当連結会計年度 

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

当連結会計年度 

末株式数 

普通株式(注) 1,485 千株 －千株 71 千株 1,414 千株

(注)1.普通株式の自己株式には、株式給付信託口が保有する当社株式 694 千株を含んでおります。 
2.普通株式の自己株式の減少は、株式給付信託口の交付によるものです。 

 
(3)剰余金の配当に関する事項 

①配当金支払額 

(注)2024年5月10日取締役会決議による配当金の総額には、株式給付信託が保有する当社株式に対す
る配当金 19,141 千円が含まれております。 

 
②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの 

(注)2025年5月12日取締役会決議による配当金の総額には、株式給付信託が保有する当社株式に対す
る配当金 17,358 千円が含まれております。 

 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 1 株当たり配当額 基準日 効力発生日 

2024年5月10日 
普通株式 利益剰余金 297,506 千円 25 円 2024年3月31日 2024年6月5日

取締役会 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 1 株当たり配当額 基準日 効力発生日 

2025年5月12日 
普通株式 利益剰余金 297,506 千円 25 円 2025年3月31日 2025年6月5日

取締役会 
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７．金融商品に関する注記 
(1)金融商品の状況に関する事項 

①金融商品に対する取組方針 
当社グループは、販売用土地建物等の棚卸資産投資計画、設備投資計画に照らして、必要

な資金を主に銀行借入により調達しております。一時的余資は主に流動性及び安全性の高い
金融資産で運用し、また短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティ
ブは、利用しておりません。 

 
②金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されておりま
す。投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク等に
晒されております。 

営業債務である支払手形及び工事未払金等は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であ
ります。 

借入金は、主に棚卸資産投資に係る資金調達を目的としたものであり、返済日は最長でも
５年内であります。これらは、金利変動リスクに晒されております。 

 
③金融商品に係るリスク管理体制 

・信用リスク（取引先の債務不履行等に係るリスク）の管理 
営業債権について、与信管理規程等に基づき主な顧客の信用力を適正に評価し、取引の

可否を決定しております。 
・市場リスク（金利等の変動リスク）の管理 
・資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、各部署からの報告に基づき財務部が毎月、資金繰計画を作成・更新するととも
に、手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。 

 
④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算
定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた
め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

 
 (2)金融商品の時価等に関する事項 

2025 年３月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと
おりであります。 

なお、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額 30,140 千円）は、時価開示の対象としてお
りません。また「現金及び預金」、「受取手形・完成工事未収入金等」、「支払手形・工事未払
金等」、「短期借入金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿
価額に近似することから、記載を省略しております。 

 
（単位：千円） 

科目 連結貸借対照表計上額 時価 差額 

（1）長期借入金 14,517,000 14,506,663 △10,336

(1 年内返済予定の長期借入金含む)  

（2）社債 200,000 198,221 △1,778

(1 年内償還予定の社債含む)  

負債計 14,717,000 14,704,884 △12,115
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（3)金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３
つのレベルに分類しております。 
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ

れる当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算
定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外
の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ
トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分
類しております。 
 

①時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び負債 
（単位：千円） 

科目 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

(1)長期借入金 － 14,506,663 － 14,506,663

(1 年内返済予定の長期借入金含む)  

(2)社債 － 198,221 － 198,221

(1 年内償還予定の社債含む)  

負債計 － 14,704,884 － 14,704,884

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 
長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む） 
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基
に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 
社債（１年内償還予定の社債含む） 
当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額と、当該社債の残存期間及び信用リスクを加味
した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 
 

（注２）金融債権の決算日後の償還予定額 
（単位：千円） 

科目 1 年以内 
１年超 ５年超 

10 年超 
５年以内 10 年以内 

(1)現金及び預金 10,432,054 － － －

(2)受取手形・完成工事未収入金等 1,877,077 － － －
 
 

（注３）借入金及び社債の決算日後の返済、償還予定額 
（単位：千円） 

科目 1 年以内 
１年超 ５年超 

10 年超 
５年以内 10 年以内 

(1)短期借入金 3,690,000 － － －

(2)長期借入金 4,604,000 9,913,000 － －

(3)社債 100,000 100,000 － －

負債計 8,394,000 10,013,000 － －
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８．収益認識に関する注記 
(1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。 
（単位：千円） 

 報告セグメント 
その他 合計 

 住宅 マンション 計 

関東 4,628,979 3,563,786 8,192,766 － 8,192,766

中部 3,242,813 1,696,609 4,939,422 － 4,939,422

近畿 8,033,638 12,975,252 21,008,891 － 21,008,891

九州 3,157,659 2,141,825 5,299,485 － 5,299,485

その他 928,938 － 928,938 4,719,625 5,648,563

顧客との契約から生じる収益 19,992,030 20,377,474 40,369,505 4,719,625 45,089,130

その他収益 197,207 156,613 353,820 75,388 429,209

外部顧客への売上高 20,189,237 20,534,088 40,723,325 4,795,013 45,518,339

(注)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ライフサポート事業等を
含んでおります。 
 

(2)収益を理解するための基礎となる情報 
主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は、連結注記表「１．
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記（4）会計処理基準に関する事項
④重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 
(3)当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報 

イ.契約資産及び契約負債の残高等 
（単位：千円） 

 連結会計年度 

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 1,106,604 

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 1,316,080 

契約資産(期首残高) 459,802 

契約資産(期末残高) 560,997 

契約負債(期首残高) 3,695,788 

契約負債(期末残高) 4,428,839 

過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益（主
に取引価格の変動）の額に重要性はありません。 
 
ロ.残存履行義務に配分した取引価格 

未充足の履行義務は、2025年３月31日時点で24,888,690千円であります。当該履行義務は住
宅事業における工事請負、マンション事業における不動産売買に関するものであり、期末日
後１年以内に約90％、残り約10％がその後２年以降に収益として認識されると見込んでおり
ます。 
なお、当初に予想される契約期間が１年以内であるライフサポート事業等におけるマンショ
ン管理や保育施設運営等に係る履行義務は含めておりません。 

 
９．賃貸等不動産に関する注記 
 
(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、大阪府その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸用の住宅（土地
を含む。）を所有しております。 

 
(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項 

（単位：千円） 
連結貸借対照表計上額 時価 

2,216,679 2,559,388 

（注）１.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除し
た金額であります。 

２.当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定基準」に基づいて自社で算定した
金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。 
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10．１株当たり情報に関する注記 
(1)１株当たり純資産額 1,367 円 23 銭 
(2)１株当たり当期純利益  60 円 21 銭 

 
 
11．追加情報に関する注記 

 
（役員向け業績連動型株式報酬制度） 
（1）制度の概要 

当社は、2016 年６月 28 日開催の第 20 回定時株主総会において、取締役（社外取締役
及び監査等委員である取締役を除く。）及び執行役員（以下「取締役等」といいます。）
を対象として、取締役等の報酬と当社の株式価値との連動性をより明確にし、取締役等が
株価上昇によるメリットのみならず、株価下落によるリスクも株主の皆様と共有すること
で、中長期的な業績の向上と企業価値増大への貢献意識を高めることを目的として、業績
連動型株式報酬制度（以下「本制度」という。）を導入することを決議し、2021 年 6 月
24 日開催の第 25 回定時株主総会において、本制度の内容を一部改定したうえで継続する
ことを決議しております。 

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として信託を設定し、信託を通じて当社株式の取
得を行い、当社取締役等に対し、当社取締役会が定める株式交付規程に従って、各事業年
度における業績達成度等一定の基準に応じて付与されるポイントに基づき、信託を通じて
当社株式を交付する業績連動型株式報酬制度であり、取締役等が当社株式の交付を受ける
時期は、原則として取締役等の退任時です。 

なお、当社子会社であるサンヨーリフォーム株式会社、サンヨーホームズコミュニティ
株式会社及びサンヨーアーキテック株式会社の代表取締役についても、当社の取締役等と
同様に、本制度を導入することを対象子会社の株主総会において決議しております。 

 
（2）信託に残存する自社の株式 

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く)により、純
資産の部に自己株式として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の
帳簿価額は 344,589 千円、株式数は 525,645 株であります。 

 
（従業員向け業績連動型株式報酬制度） 
（1）制度の概要 

 当社は、2023 年９月 13 日及び 2024 年２月５日開催の取締役会において、従業員向け
インセンティブプランとして本制度の導入を決議致しました。人的資本投資を強化し従業
員エンゲージメントを高め、従業員の帰属意識、経営参画意識を持たせ、当社業績や株価
上昇への意識を醸成し、当社の中長期的な企業価値向上を図ることを目的としております。 
 本制度は、当社が拠出する金銭を原資として信託を設定し、信託を通じて当社株式の取
得を行い、当社従業員に対し、当社取締役会が定める株式交付規程に従って、各事業年度
における業績達成度等一定の基準に応じて付与されるポイントに基づき、信託を通じて当
社株式を交付する業績連動型株式報酬制度であります。 

 
（2）信託に残存する自社の株式 

 信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く)により、純
資産の部に自己株式として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の
帳簿価額は 127,199 千円、株式数は 168,700 株であります。 
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（単位：千円）

5,945,162 2,945,162 667,236 3,612,399

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 処 分

－ － － －

5,945,162 2,945,162 667,236 3,612,399

5,018,132 5,018,132 △ 1,032,245 13,543,448 13,543,448

剰 余 金 の 配 当 △ 297,506 △ 297,506 △ 297,506 △ 297,506

当 期 純 利 益 586,969 586,969 586,969 586,969

自 己 株 式 の 処 分 53,760 53,760 53,760

289,462 289,462 53,760 343,222 343,222

5,307,595 5,307,595 △ 978,485 13,886,671 13,886,671

純 資 産 合 計

当 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 合 計
その他利益剰余金

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本

当 期 変 動 額 合 計

当 期 変 動 額

株 主 資 本 合 計

当 期 末 残 高

当 期 末 残 高

　

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計

自 己 株 式

利　益　剰　余　金

繰 越 利 益 剰 余 金

当 期 首 残 高

　株主資本等変動計算書　

その他資本剰余金資 本 準 備 金
資 本 金

資　本　剰　余　金

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本

　

　　2024年  4月  1日から
　　2025年  3月31日まで

資 本 剰 余 金 合 計
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個別注記表 
 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1)資産の評価基準及び評価方法 
①有価証券の評価基準及び評価方法 

イ.子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 
ロ.その他有価証券  市場価格のない株式等 移動平均法による原価法 

 
②棚卸資産の評価基準及び評価方法 

イ.販売用不動産、仕掛販売用不動産、未成工事支出金 
個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算
定） 

ロ.その他の棚卸資産(製品・半製品・仕掛品・原材料) 
移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法によ
り算定） 

 
(2)固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 
定率法を採用しております。 
ただし、1998 年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに 2016 年４月１日
以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建物 ７～47 年 
構築物 10～20 年 

 
②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいて
おります。 

 
③リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
 
(3)引当金の計上基準 

①貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております｡ 

 
②賞与引当金 

従業員及び執行役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計
上しております。 

 
③株式給付引当金 

株式交付規程に基づく当社従業員への当社株式の交付に備えるため、株式給付債務の見込額
に基づき計上しております。 

 
④完成工事補償引当金 

引渡済建物の瑕疵担保責任に基づく補償費の支出に備えるため､過去の完成工事に係る補修
費の実績を基準にした金額及び特定の物件については補修費用の個別見積額を計上してお
ります。 

 
⑤退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため､当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上
しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法
については、給付算定式基準によっております。 

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８
年）による定額法により費用処理しております。 
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数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（７年）による定率法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から
費用処理しております。 
 
 

⑥役員株式給付引当金 
株式交付規程に基づく当社取締役(執行役員含む)への当社株式の交付に備えるため､株式給
付債務の見込額に基づき計上しております。 

 
(4)収益及び費用の計上基準 

当社と顧客との契約から生ずる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当
該履行義務を充足する通常の時点(収益を認識する通常の時点)は以下のとおりであります。 
①住宅事業 

住宅事業においては、主にプレハブ住宅の工事請負契約を締結しております。当該契約につ
いては、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度
に基づき収益を認識しております。進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工
事原価が、予想される工事原価の総額に占める割合に基づいて行っております。なお、工期
がごく短い工事については、代替的な取扱いを適用し、一定期間にわたり収益を認識せず、
完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。 
 

②マンション事業 
マンション事業においては、主に新築及びリノベーションマンションの販売を行っておりま
す。このような商品の販売については、顧客に商品を引渡した時点で収益を認識しておりま
す。 
なお、商品の販売のうち、当社及び連結子会社が代理人に該当すると判断したものについて
は、他の当事者が提供する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除し
た純額を収益として認識しております。 

 
(5)その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

①退職給付に係る会計処理 
退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結
計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 

 
②消費税等の会計処理 

資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理しております。 
 
２.会計上の見積りに関する注記 

販売用不動産及び仕掛販売用不動産の評価 
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額 

（単位：千円） 
 当事業年度 

販売用不動産 10,336,898 

仕掛販売用不動産 21,486,976 

 
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

（1）の金額算出方法は、連結計算書類「連結注記表 ３．会計上の見積りに関する注記」に同一の
内容を記載しておりますので、注記を省略しております。 

 
３．貸借対照表に関する注記 

(1)担保に供している資産及び担保に係る債務 
①担保に供している資産 

仕掛販売用不動産 13,836,019 千円
②担保に係る債務 

短期借入金 900,000 千円
1 年内返済予定の長期借入金 3,007,000 千円
長期借入金 8,345,000 千円
計 12,252,000 千円
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③その他担保に供している資産 
｢特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律｣に基づき、差入保証金 650,000 千円
を住宅瑕疵担保保証金等として、大阪法務局に供託しております。 
 

(2)有形固定資産の減価償却累計額 2,183,602 千円 
減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示しております。 

 
(3)保証債務 

提携住宅ローン及びつなぎローン利用による当社住宅購入者のために当社が金融機関に対し
て保証している金額は 4,549,993 千円であります。 

 
(4)関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。 

①短期金銭債権        437,329 千円 
②短期金銭債務      1,425,784 千円 
 
 

４．損益計算書に関する注記 
関係会社との取引高 

売上高 240,335 千円 
仕入高 902,468 千円 
上記以外の営業取引高 91,484 千円 
営業取引以外の取引高 11,180 千円 
 
 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 
 
自己株式数の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 
当事業年度 
期首の株式数 

当事業年度 
増加株式数 

当事業年度 
減少株式数 

当事業年度 
末株式数 

普通株式(注) 1,485 千株 －千株 71 千株 1,414 千株

(注)1.普通株式の自己株式には、株式給付信託口が保有する当社株式 694 千株を含んでおります。 
2.普通株式の自己株式の減少は、株式給付信託口の交付によるものです。 
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６．税効果会計に関する注記 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
繰延税金資産 
 賞与引当金 73,227 千円 
 完成工事補償引当金 20,366
 退職給付引当金 355,738
 棚卸資産 43,270
 減損損失 77,296
 資産除去債務 20,207
 前払費用 11,021
 役員退職慰労未払金 32,545
 株式給付引当金 18,445
 未払事業税 22,136
 収益認識会計基準適用に伴う一時差異 488,061
 税務上の繰越欠損金 53,606
 その他 150,243
 繰延税金資産小計 1,366,168
 評価性引当額 △643,872
  繰延税金資産合計 722,296

繰延税金負債 
 棚卸資産 △58,766
 資産除去債務に対応する除去費用 △234
 繰延税金負債合計 △59,000

 繰延税金資産の純額 633,296
 
 
７．関連当事者との取引に関する注記 
   子会社                              （単位：千円） 

種類 会社等の名称 
議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者

との関係 
取引内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 
サンヨーホームズ

コミュニティ㈱ 

所有 

直接 100％ 
役員の兼任 資金の貸付 － 

短期貸付金

受取利息 

356,000

1,247

子会社 
サンヨーリフォー

ム㈱ 

所有 

直接 100％ 
役員の兼任 資金の借入 － 

短期借入金

支払利息 

1,200,000

4,693

取引条件及び取引条件の決定方針等 
(注)子会社との資金取引はキャッシュマネジメントシステムによるもので、利率は市場金利を勘案して合理的
に決定しております。 
 
 
８．収益認識に関する注記 

（顧客との契約から生ずる収益を理解するための基礎となる情報） 
顧客との契約から生ずる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類｢連結注記表 

８．収益認識に関する注記｣に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。 
 
 
９．１株当たり情報に関する注記 

(1)１株当たり純資産額   1,239 円 23 銭 
(2)１株当たり当期純利益    52 円 51 銭 
 
 

10．追加情報に関する注記 
（業績連動型株式報酬制度） 

業績連動型株式報酬制度に関する注記については、連結計算書類｢連結注記表 11．追加情報
に関する注記｣に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。 
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